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証券コード　4421
2022年12月２日

株　主　各　位
東京都中野区中野四丁目10番１号
株式会社ディ・アイ・システム
代表取締役会長 長 田 　 光 博

１．日 時 2022年12月21日（水曜日）午前10時（受付開始：午前９時10分）
２．場 所 東京都中野区中野四丁目10番２号

中野セントラルパークサウス　地下１階　コンベンションホールＢ
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第26期（2021年10月１日から2022年９月30日まで）事業報告、連結計算

書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第26期（2021年10月１日から2022年９月30日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件

　新型コロナウイルス感染症の今後の状況変化に応じて、株主総会の運営、会場に大きな変更が生
じる場合は、速やかに当社ウェブサイト（アドレス https://www.di-system.co.jp/）にてご案内
いたします。本株主総会へ出席される株主様におかれましては、大変お手数ではございますが、事
前にご確認いただきますようお願い申しあげます。

第26期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第26期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげま
す。なお、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、株主総会へのご出席はできるだけ控え
ていただき、書面によって議決権を行使いただきますようお願い申しあげます。
　つきましては、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に
議案に対する賛否をご表示いただき、2022年12月20日（火曜日）午後５時までに到着するようご
返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

以　上
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◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。

◎本定時株主総会招集ご通知において提供すべき書類のうち、連結計算書類の連結注記表及び計算書
類の個別注記表につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の
当社ウェブサイト（アドレス https://www.di-system.co.jp/）に掲載しておりますので、本定時
株主総会招集ご通知提供書面には記載しておりません。
従いまして、本定時株主総会招集ご通知提供書面に記載している連結計算書類及び計算書類は、会
計監査人が会計監査報告を、監査役が監査報告をそれぞれ作成するに際して監査をした連結計算書
類及び計算書類の一部であります。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネ
ット上の当社ウェブサイト（アドレス https://www.di-system.co.jp/）に掲載させていただきま
す。

◎本総会当日の模様は、後日インターネット上の当社ウェブサイトに、その内容を掲載させていただ
く予定です。
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新型コロナウイルス感染拡大防止に関するお知らせ

　新型コロナウイルスの感染拡大を防止するために、当社第26期定時株主総会の実施に際して、以
下の対応を予定しております。株主様におかれましては、何卒ご理解並びにご協力を賜りますようお
願い申しあげます。

１．株主様へのお願い
◎株主総会へのご出席を検討されている株主様におかれましては、当日までの健康状態にご留意い

ただき、ご自身の体調をお確かめのうえ、くれぐれもご無理をなされませんようお願いいたしま
す。当日、体調がすぐれないなど健康に不安を感じられる方におかれましては、株主総会へのご
出席を見合わせることもご検討ください。

◎会場内においては、感染リスクを低減するために、株主様同士の間隔を空けて席をご用意させて
いただくことから、座席数に限りがございます。ご承知くださいますようお願い申しあげます。

◎以上の状況を踏まえ、議決権行使は可能な限り、書面による事前行使をお勧めいたします。

２．ご来場いただく株主様へのお願い
◎マスクの着用とアルコール消毒のご協力をお願いいたします。
◎受付において、非接触型の体温計等により体温確認をさせていただく場合がございます。体調不

良と見受けられる場合にはご入場の制限等をさせていただく場合がございますので、あらかじめ
ご了承ください。

３．当社の対応について
◎当社役員及び株主総会の運営に関わるスタッフは、検温等を含め体調を確認したうえで参加いた

します。また、マスク着用で対応させていただきます。
◎報告事項を簡潔に説明させていただく場合がございます。

　今後の状況変化に応じて、株主総会の運営、会場に大きな変更が生じる場合は、速やかに当社ウェ
ブサイト（アドレス https://www.di-system.co.jp/）にてご案内いたします。本株主総会へ出席さ
れる株主様におかれましては、大変お手数ではございますが、事前にご確認いただきますようお願い
申しあげます。
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(2021年10月１日から2022年９月30日まで)

（提供書面）

事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
　当連結会計年度（2021年10月１日から2022年９月30日まで）におけるわが国経済は、新
型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、ワクチン接種の促進や、政府による段階的な
経済活動の再開などにより、景気に持ち直しの兆しが見えたものの、資源価格の上昇やロシア
によるウクライナへの侵攻などの社会情勢不安に加え、急激な円安やインフレ懸念の高まりな
どから、国内外における経済の見通しは一層不安定かつ不透明な状況が続いております。
　当社グループの属する情報サービス産業におきましては、クラウドサービスの活用や、ＡＩ
（人工知能）・ロボット技術を活用したリモート作業、ＥＣ（電子商取引）ビジネス、リモー
トワーク環境の整備などの需要が増加傾向となりました。また、社会全体の変革を目的とした
ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）が進展し、今後も企業競争力の強化・業務効率化
のためのＩＴ投資は中長期的に増加していくものと見込んでおります。そのような中で、当社
グループにおいてもシステム開発及びインフラ構築に係る需要は、旺盛な状況を維持しており
ます。
　一方で、未だ収束が見えない新型コロナウイルス感染症の影響や、急激な円安、資源価格上
昇の影響から、顧客企業の業種によってはＩＴ投資を抑制する可能性があり、依然として予断
を許さない状況が続くと見込まれますが、当社グループにおいては様々な業界のお客様にサー
ビスを提供しており、特定の業種業態に依存した構造ではないため、業績への影響は限定的な
ものと見込んでおります。
　このような環境の中、当社グループにおきましては、「コンピュータ関連業務を通じて無限
の夢を創造する、無限の夢を実現する組織」を基本理念とした中期経営計画（2021年９月期
～2023年９月期）の達成に向けて、「人材の確保及び育成」、「キーワード（巣ごもり需
要、脱ハンコ、リモートワーク等）に応じたＩＴ技術の提供」、「内部管理体制の強化」等を
経営方針とした、ポストコロナを見据えた市場ニーズを享受できる体制づくりを積極的に行っ
てまいりました。2021年10月には、新たな組織として、顧客企業のＤＸ推進のためのシステ
ム開発からインフラ構築、保守運用までをワンストップでスピーディーに対応することを目的
とした「ＤＸソリューション事業部」を設立し、ＤＸ関連サービスの提供体制を更に強化いた
しました。また、各企業においては、ＤＸ推進のためのＩＴ人材の確保や育成が重要となって
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きており、当社グループが提供するＩＴ教育サービスの需要は、今後ますます増加していくも
のと見込んでおります。
　この結果、当連結会計年度における売上高は5,498百万円（前期は4,656百万円）、営業利
益286百万円（同204百万円）、経常利益285百万円（同207百万円）、親会社株主に帰属す
る当期純利益は194百万円（同149百万円）となりました。

　なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当
連結会計年度の期首から適用しております。当連結会計年度に係る各数値については、当該会
計基準等を適用した後の金額となっており、対前期増減率は記載しておりません。

　セグメント別の業績は、次のとおりです。
　なお、当社グループは2022年７月１日付のウイーズ・システムズ株式会社の連結子会社化
に伴い、当連結会計年度より、報告セグメントのうち「教育サービス事業」について、名称を
「教育サービス・セキュリティソリューション事業」に変更しております。
　また、各セグメントの業績数値には、セグメント間の内部取引高を含んでおります。

（システムインテグレーション事業）
　業務用システムの設計、開発及び構築、運用保守の各工程を、当社グループにて提供できる
体制（ワンストップ体制）を構築しており、顧客の要望に応じて、全工程の業務サービス、ま
たは、工程別の業務サービス提供を行っております。ＩＴ通信業・金融業・流通業・医療・官
公庁等の幅広い業種に対応しており、業務用アプリケーションの設計開発業務、インフラシス
テムの設計構築業務、業務用アプリケーション・インフラシステムの運用保守業務等を行って
おります。
　当連結会計年度においては、ウィズコロナ/アフターコロナ時代における生活様式の変化や
企業のＤＸ化により、クラウド管理ソリューションやワークフロー（決裁システム）、ＥＣサ
イト構築案件に加え、標的型メール訓練サービスや情報漏洩対策システムなどのセキュリティ
案件の引き合いが増加傾向となりました。昨年から続いている世界的な半導体不足については
明確に改善したとは言えず、引き続き、一部のＩＴ機器については納期遅延が発生している状
況ですが、対策を講じながらサービス提供を遂行してまいりました。
　また、一方で、前連結会計年度から引き続き、当社ホームページへの問い合わせ件数は増加
傾向にあり、元請け案件の獲得にも繋がっております。特に、楽々Ｆｒａｍｅｗｏｒｋ開発や
ＡＤ（Ａｃｔｉｖｅ　Ｄｉｒｅｃｔｏｒｙ）移行、ＣＯＭＰＡＮＹ（統合人事システム）、Ｃ
ＲＭシステム（Ｃｕｓｔｏｍｅｒ　Ｒｅｌａｔｉｏｎｓｈｉｐ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　顧客
管理システム）などの問い合わせが増加傾向となりました。
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　これらの結果、システムインテグレーション事業の売上高は5,102百万円（前期は4,408百
万円）、セグメント利益につきましては995百万円（同857百万円）となりました。

（教育サービス・セキュリティソリューション事業）
　当該事業は、自社で開発した商材を基に、ＩＴ研修の企画及びコンサルティング、研修プロ
グラムの開発、研修業務を行う教育サービス分野と、セキュリティ製品の開発、販売、導入、
保守を行うセキュリティソリューション分野をサービスの領域として提供しております。

　教育サービス分野については、ＩＴ研修の企画及びコンサルティング、研修プログラムの開
発、研修実施の各工程を当社グループにて提供できる体制を構築しており、顧客の要望に応じ
て、全工程の業務サービス、または、工程別の業務サービス提供を行っております。
　当連結会計年度においては、「リモート研修サービス」の内容を更にブラッシュアップする
とともに、講師の採用及び育成強化を図りました。未だ収束の見えない新型コロナウイルス感
染症の影響や働き方改革の推進からテレワークが定着化してきており、受講場所にとらわれな
いリモート研修の需要は今後も増加していくものと見込んでおりますが、一方で新型コロナウ
イルス感染症が発生した当初と比較すると、人々の意識が経済活動へ向いてきている中で、昨
今では、対面形式の研修を要望するお客様も多くなりました。当社グループでは、リモート研
修と対面研修のどちらも開催することが可能であり、感染対策を充分に講じたうえで、顧客の
要望に応じて柔軟に対応しております。
　また、2022年８月から新たに提供を開始した「メタバース体験研修」が好評をいただいて
おります。今後はメタバース空間を構築する研修の実施も検討しております。メタバース市場
はさらに拡大を続け、新しい付加価値を生み出すイノベーションが期待されます。

　セキュリティソリューション分野については、主に、金融機関やクレジットカード会社、保
険会社など、監査やセキュリティ基準の厳しい業界を対象に、サーバやデータベースの操作し
たログを取得するセキュリティ製品の開発、販売、導入、保守を行っております。
　2022年７月に子会社化したウイーズ・システムズ株式会社が当該分野を担っており、
2022年７月から、同社の売上及び利益が、教育サービス・セキュリティソリューション事業
セグメントに反映されております。
　自社製品として、重要システムからの情報漏洩リスクを防ぐＩＴ運用統制ソフトウェアツー
ル群「ＷＥＥＤＳ　ＴＲＡＣＥ」を販売しており、さまざまな情報システムのログを収集する
主要製品をベースに、顧客の目的に応じて、必要な機能やライセンスの提供を行っておりま
す。
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　当連結会計年度につきましては、公共法人向け及び地方銀行向けのライセンス販売や、アク
セスブロック・本人特定機能・操作ログ取得・操作ログ分析を兼ね備えた特権ＩＤ管理ソリュ
ーションの導入が好調となりました。

　これらの結果、教育サービス・セキュリティソリューション事業の売上高は422百万円（前
期は278百万円）、セグメント利益につきましては、212百万円（同113百万円）となりまし
た。

②　設備投資等の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は5百万円であ
ります。

③　資金調達の状況
　当連結会計年度末現在の金融機関からの借入金総額は191百万円で前連結会計年度末と比べ
て191百万円増加しております。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　当社は、2021年10月１日に株式会社ステップコムの発行済株式の全てを取得いたしまし
た。なお、同社については2021年9月30日に当社と緊密な者の所有株式数を合わせた議決権
が株式会社ステップコムの議決権の過半数となっていたため前連結会計年度にて連結の範囲に
含めております。また、2022年７月１日にはウイーズ・システムズ株式会社の発行済株式の
全てを取得し、同社を連結子会社といたしました。
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区 分 第 23 期
(2019年９月期)

第 24 期
(2020年９月期)

第 25 期
(2021年９月期)

第 26 期
(当連結会計年度)
(2022年９月期)

売 上 高(千円) 3,856,297 4,283,297 4,656,418 5,498,240

経 常 利 益(千円) 219,545 109,853 207,588 285,602

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益(千円) 155,378 77,863 149,234 194,934

１株当たり当期純利益 (円) 52.85 25.53 48.90 66.30

総 資 産(千円) 1,651,648 1,764,211 2,063,797 2,458,657

純 資 産(千円) 866,968 910,851 1,062,200 1,055,788

１株当たり純資産 (円) 284.35 348.40 335.51 363.34

⑵　企業集団の財産及び損益の状況

（注）１．2021年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、第
23期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産及び１株当たり当期
純利益を算定しております。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結
会計年度の期首より適用しており、当連結会計年度に係る主要な経営指標等については、
当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

アスリーブレインズ株式会社 20百万円 100.0％ ＩＴに関する研修業務

株 式 会 社 ス テ ッ プ コ ム 14百万円 100.0％ システム開発

ウイーズ・システムズ株式会社 20百万円 100.0％ 自社セキュリティ製品の開発、販売、
導入、保守

⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況
　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

（注）2022年７月１日にウイーズ・システムズ株式会社の全株式を取得し、同社を連結子会社とい
たしました。
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⑷　対処すべき課題
　当社グループの属する情報サービス産業におきましては、新型コロナウイルス感染症、ウクラ
イナ侵攻、円安等による影響が当面のあいだ継続するものと予測しておりますが、一方で、ウィ
ズコロナ/アフターコロナ時代における生活様式の変化や企業のＤＸ推進を背景に、業務効率化
のためのＩＴ投資は、ますます増加していくものと見込んでおります。
　このような環境の中、当社グループにおきましては、新型コロナウイルス感染症の影響に対す
る取り組みに加え、積極的な人員採用、及び、エンジニア育成の強化など、市場ニーズを享受で
きる対応領域を備えた体制づくりを強化していくことが重要な課題であると認識しており、以下
の取り組みを行ってまいります。

①　新型コロナウイルス感染症の影響に対する取り組みについて
　当社グループはＩＴサービスを通じて社会に貢献することが重要であると認識しておりま
す。
　新型コロナウイルス感染症の影響により、企業や自治体での仕事のあり方、生活様式が革新
的に変化する中にあって、当社グループの提供するＩＴサービスは、コロナ問題の社会課題の
解決に有用なサービスであると認識しております。
　すでに当社グループでは、遠隔でＩＴ技術者研修を受講いただける「リモート研修サービ
ス」や時間や場所の制約を受けずに柔軟に働くことができるテレワークの環境構築を支援する
「テレワーク推進サービス」を提供させていただいておりますが、今後も社会課題の解決に有
用なサービスの開発・提供を目指してまいります。

②　働き方改革の基盤整備の推進について
　当社グループが継続的な成長をしていくためには、社員が自身の健康管理をしやすくなる職
場環境の実現、子育て中の社員が働きやすくなる職場の実現、優秀な人材がより高い生産性を
発揮することができる体制の強化が必要であると認識しております。
　当社グループでは、テレワーク環境の整備を進めていくことで、労働環境のフレキシブル化
の強化に努めてまいります。
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③　人材の確保について
　当社グループが継続して事業規模を拡大していくためには、優秀な人材の確保が必要である
と認識しております。
　当社グループでは、教育サービスの提供において蓄積した研修ノウハウを活用することで、
意欲の高い人材であれば、早期にエンジニアに育成する体制を構築しております。また、Ｗｅ
ｂ会議システムを利用した面接を導入することで、より多くの応募者と面接することが可能と
なる体制を構築してまいりました。新卒採用活動につきましても、各種インターン制度を提供
することにより、当社グループの魅力を伝え、より多くの新卒入社者を確保できるように努め
ております。
　上記の強みを活かした採用活動を行い、優秀な人材の確保に注力をしてまいります。
　また、グローバル化に対応すべく、国籍・年齢・性別を問わずに優秀な人材の確保・育成に
努め、ダイバーシティ推進のための取り組みを進めてまいります。

④　技術力の強化について
　当社グループが社会に貢献し、安定した収益を獲得するためには、更なる技術力の強化が必
要であると認識しております。
　当社グループの属する情報サービス産業におきましては、常に新しい技術が開発されてまい
ります。
　教育サービスにおいて蓄積した研修ノウハウの活用、及び、社内での技術共有を進めること
で新しい技術を習得し、技術力の強化を進めてまいります。

⑤　プロジェクトマネージャーの育成について
　当社グループがより規模の大きな案件・より難易度の高い案件を確保することで、収益を拡
大するためには、プロジェクトマネージャー（注）のマネジメント能力を強化するとともに、
さらに多くのプロジェクトマネージャーを育成する必要があると認識しております。
　教育サービスの提供において蓄積した研修ノウハウの活用、及び、社内でのプロジェクトマ
ネジメント事例の共有を進めることで、プロジェクトマネージャーの強化・育成を進めてまい
ります。
（注）プロジェクトマネージャーとは、プロジェクトの計画、遂行に責任を負うプロジェクト　　　

の管理者をいいます。

⑥　内部管理体制の強化について
　当社グループが継続的な成長をしていくためには、業務拡大に合わせて内部管理体制を強化
する必要があると認識しております。
　社内での業務知識の共有、システムへの投資に加えて、外部有識者から専門的なアドバイス
を受けることができる体制を構築することで、内部管理体制の強化を進めてまいります。
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事 業 区 分 事 業 内 容

システムインテグレーション
事 業

　システムインテグレーション事業では、エンドユーザ、エンドユーザの情報シ
ステム子会社、通信事業者、当社と同業となるシステムインテグレーション事業
者（注１）に対しまして、ＩＴ通信業・金融業・流通業・医療・官公庁等の幅広
い業種に対応した業務用アプリケーションの設計開発業務、インフラシステムの
設計構築業務、業務用アプリケーション・インフラシステムの運用保守業務を中
心に行っております。
　サービス提供形態としましては、顧客要望を確認のうえ、派遣契約にて顧客の
事務所内に人材を常駐させて作業を行う方法や、請負契約にて作業を一括して請
負う方法等を採用しております。

①　業務用アプリケーションの設計開発業務
　売上管理、顧客管理、購買管理、生産管理等の顧客業務を効率化するための
業務用アプリケーションの設計開発業務を行っております。
　上記の設計開発業務におきましては、「顧客要望に対して最適なシステム提
案を行う」という方針のもと、独立系の情報サービス企業としての強みを活か
し、顧客の投資金額、ユーザ規模、希望納期等に応じまして、スクラッチ（注
２）でのシステム設計開発業務、ソフトウェアパッケージ製品を利用したシス
テム設計開発業務を提案・対応をしております。

⑸　主要な事業内容（2022年９月30日現在）
　当社グループは、独立系の情報サービス企業として当社及び連結子会社３社により構成されてお
り、システムインテグレーション事業及び教育サービス・セキュリティソリューション事業を営ん
でおります。
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事 業 区 分 事 業 内 容
②　インフラシステムの設計構築業務
　ＩＴ基盤において、「想定されたユーザが確実にシステムを使用できるこ
と」に加えまして、「想定されたユーザ以外は、システムを使用できないこ
と」を達成するために必要となる情報を管理する各種サーバ、ネットワーク、
ストレージ等で構築するインフラシステムの設計提案業務を行っております。
　業務用アプリケーションの設計開発業務と同様に、「顧客要望に対して最適
なシステム提案を行う」という方針のもと、独立系の情報サービス企業として
の強みを活かし、顧客の投資金額、ユーザ規模、希望納期等に応じまして、各
種メーカの機器選定を含めましたシステム設計構築業務の提案・対応を行って
おります。

③　業務用アプリケーション・インフラシステムの運用保守業務
　業務用アプリケーション・インフラシステム共に運用段階において、顧客は
システム導入した効果を享受することになります。一方、業務用アプリケーシ
ョン・インフラシステムの適切な運用のためには、システムの運用監視、デー
タ投入・解析、保守開発、機器メンテナンス等の運用保守が必要となります。
　当社グループは、上記①、②にて納品いたしました業務用アプリケーショ
ン・インフラシステム及び他の事業者が納品したシステムに対しまして、顧客
が期待したとおりの効果を享受できるように運用保守業務の提案・対応をして
おります。
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事 業 区 分 事 業 内 容

教 育 サ ー ビ ス ・
セキュリティソリューション
事 業

（注４）

①　教育サービス
　エンドユーザ（ＩＴエンジニアに育成することを前提に人材採用をした企
業）、エンドユーザの情報システム子会社、エンドユーザの教育サービス子会
社、当社グループと同業となる教育ベンダ（注３）に対しまして、コンピュー
タ言語、データベース、サーバ、ネットワーク等の教育業務を行っておりま
す。顧客の人事戦略に基づき、新入社員向け研修、中堅社員向け研修を行って
おります。
　新入社員向け研修におきましては、ＩＴ基礎研修の実施から成果発表会まで
を行っております。新入社員の採用数が数十名となる企業につきましては、研
修内容、研修期間を個社向けに調整した研修コースの提案・提供をしておりま
す。新入社員の採用数が５名前後となる企業につきましては、複数社合同にて
開催することができる汎用性のある研修コースの提案・提供をしております。
　中堅社員向け研修におきましては、受講人数が数十名となる企業、もしく
は、特殊な技術の研修を希望する企業につきましては研修コースの開発から研
修実施までの提案・提供をしております。汎用性のある技術の研修を希望する
企業につきましては、複数社合同にて開催することができる研修コースの提
案・提供を行っております。

②　セキュリティソリューション
　主に、金融機関やクレジットカード会社、保険会社など、監査やセキュリテ
ィ基準の厳しい業界を対象に、サーバやデータベースの操作したログを取得す
るセキュリティ製品の開発、販売、導入、保守を行っております。年々強化が
求められる金融機関のシステム運用におけるアクセス管理、ＩＴ統制、セキュ
リティ対策といった課題に対しまして、本質的な対応を施し、長期にわたり、
ガイドラインや外部監査、当局検査に耐えうるリスクコントロールツールが求
められております。当社グループのセキュリティ製品につきましては、抜け漏
れのない「アクセスログ取得」と「操作制御」の提供を行っております。

（注１）システムインテグレーション事業者とは、情報システムの企画、設計、構築、運用保守業務
を行う事業者をいいます。

（注２）スクラッチとは、ソフトウェアパッケージ製品等を利用せずに、最初からすべてのシステム
を設計開発することをいいます。

（注３）教育ベンダとは、教育研修サービスの企画、環境設計、環境構築、教育実施業務を行う事業
者をいいます。

（注４）当連結会計年度より、報告セグメントのうち「教育サービス事業」について、名称を「教育
サービス・セキュリティソリューション事業」に変更しております。
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名 称 所 在 地

本 社 東京都中野区中野４-10-１

大 阪 事 業 所 大阪府大阪市北区中之島３-６-32

名 古 屋 支 店 愛知県名古屋市中区錦２-13-30

名 称 所 在 地
ア ス リ ー ブ レ イ ン ズ
株 式 会 社 東京都中野区中野４-10-１

株 式 会 社
ス テ ッ プ コ ム 静岡県静岡市葵区伝馬町９-11

ウイーズ・システムズ
株 式 会 社 東京都港区南青山１-１-１

⑹　主要な営業所（2022年９月30日現在）
①　当社

②　子会社
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事 業 区 分 使 用 人 数 　 　 前 期 末 比 増 減

システムインテグレーション事業 569 （37）名 55 （２）
教 育 サ ー ビ ス ・
セ キ ュ リ テ ィ ソ リ ュ ー シ ョ ン
事 業

26 （１） ９ （△１）

そ の 他 ９ （－） １ （－）

全 社 （ 共 通 ） 18 （４） ２ （２）

合 計 622 （42） 67 （３）

使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

567（35）名 58名増（3名増） 29.7歳 5.4年

⑺　使用人の状況（2022年９月30日現在）
①　企業集団の使用人の状況

（注）１. 使用人数は就業員数であり、臨時雇用者数（契約社員）は、年間の平均人員を（　）外数で記載して　
おります。

２. 「その他」として記載されている使用人数は、営業事務部門に所属しているものであります。
３. 「全社（共通）」として記載されている使用人数は、管理部門に所属しているものであります。

②　当社の使用人の状況

（注） 使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であり、臨時
雇用者数（契約社員）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

借　　　　　入　　　　　先 借　　入　　金　　残　　高
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 50百万円
株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 47
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 47
株 式 会 社 り そ な 銀 行 47

⑻　主要な借入先の状況（2022年９月30日現在）

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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①　発行可能株式総数 9,440,000株
②　発行済株式の総数 3,056,000株

③　株主数 1,494名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
株 式 会 社 Ｎ Ａ Ｍ 1,028,000株 35.37％
吉 原 　 孝 行 134,000株 4.61％
デ ィ ・ ア イ ・ シ ス テ ム 社 員 持 株 会 130,600株 4.49％
長 田 　 光 博 91,200株 3.13％
長 田 　 亜 沙 子 87,000株 2.99％
仲 　 麻 衣 子 87,000株 2.99％
長 田 　 明 子 80,000株 2.75％
富 田 　 健 太 郎 76,200株 2.62％
関 亦 　 在 明 76,200株 2.62％
植 田 　 貴 久 52,000株 1.78％

２．会社の現況
⑴　株式の状況（2022年９月30日現在）

（注）新株予約権の行使により、発行済株式の総数は1,000株増加しております。

④　大株主

（注）１．当社は、自己株式を150,224株保有しておりますが、上記大株主からは除外しておりま
す。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑵　新株予約権等の状況
①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予

約権の状況
　該当事項はありません。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 会 長 長　田　光　博 株式会社ＮＡＭ 代表取締役

代 表 取 締 役 社 長 富　田　健太郎 ―

専 務 取 締 役 関　亦　在　明 管理本部・経営企画本部担当
株式会社ステップコム 代表取締役

取 締 役 吉　本　史　朗 業務推進部長
アスリーブレインズ株式会社 取締役

取 締 役 大　塚　　　豊 経営企画本部長
ウイーズ・システムズ株式会社 代表取締役

取 締 役 長　﨑　健　二 ＤＸソリューション事業部長

取 締 役 片　岡　詳　子

株式会社コーチ・エィ 取締役監査等委員
プライムロード株式会社 監査役
ＫＰＰグループホールディングス株式会社 取締役監査
等委員
学校法人大阪経済大学 評議員

常 勤 監 査 役 宮　﨑　　　洋 アスリーブレインズ株式会社 監査役
ウイーズ・システムズ株式会社 監査役

監 査 役 龍　田　有　理

龍田税務会計事務所 公認会計士・税理士
株式会社ラウレア 取締役
株式会社ｐｕｎｃｔｕｍ 代表取締役
ダブル・スコープ株式会社 取締役監査等委員

監 査 役 金剛寺　千鶴子 株式会社リクルート メディア編集長

⑶　会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（2022年９月30日現在）

（注）１. 取締役片岡詳子氏は、社外取締役であり、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同
取引所に届け出ております。

２. 監査役龍田有理、金剛寺千鶴子の両氏は、社外監査役であり、東京証券取引所の定めに基づく独立役
員として指定し、同取引所に届け出ております。

３．社外取締役片岡詳子氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務及び法律に関する相当程度の知見を
有するものであります。

４. 監査役龍田有理氏は、公認会計士・税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知
見を有しております。
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氏名 社外
経験・専門性※

企業経営/経
営戦略

営業/マーケ
ティング

技術/品質
管理

法務/ガバナ
ンス 財務/会計 国際性/多

様性
環境/社会

問題

取
締
役

長 田 　 光 博 ● ● ● ●

富 田 　 健 太 郎 ● ● ● ●

関 亦 　 在 明 ● ● ● ●

吉 本 　 史 朗 ● ● ●

大 塚 　 豊 ● ● ● ● ●

長 﨑 　 健 二 ● ● ●

片 岡 　 詳 子 ● ● ● ●

監
査
役

宮 﨑 　 洋 ● ● ● ●

龍 田 　 有 理 ● ● ●

金剛寺　千鶴子 ● ● ●

【ご参考】スキルマトリックス（取締役及び監査役）

※上記の一覧表は、各氏の有するすべての経験・専門性を表すものではありません。
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区 分
報酬等の総額
（ 百 万 円 ）

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 （ 百 万 円 ） 対 象 と な る
役 員 の 員 数
（ 名 ）基 本 報 酬 業績連動報酬 非金銭報酬等

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

129
（４）

129
（４）

－
（－）

－
（－）

８
（１）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

20
（７）

20
（７）

－
（－）

－
（－）

６
（４）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

150
（12）

150
（12）

－
（－）

－
（－）

14
（５）

②　責任限定契約の内容の概要
　取締役片岡詳子、監査役龍田有理、金剛寺千鶴子の各氏は、当社と会社法第427条第１項の
規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該
契約に基づく賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額であります。

③　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約
を締結しており、保険料は全額当社が負担しております。

　イ．当該保険契約の被保険者の範囲
当社の取締役、監査役、執行役員、管理職従業員、退任役員

　ロ．当該保険契約の内容の概要
被保険者である役員等がその職務の執行に起因する損害賠償請求がなされたことによる
法律上の賠償金や争訟費用等を当該保険契約によって補填するものであり、１年毎に契
約を更新しております。

　ハ．当該保険契約により役員等の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置
役員等の犯罪行為や法令に違反することを認識しながら行った行為に起因する事由等は
支払い対象としないこととしております。

④　取締役及び監査役の報酬等
　イ．当事業年度に係る報酬等の総額

（注）上表には、2021年12月21日開催の第25期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名
（うち社外取締役０名）及び監査役３名（うち社外監査役２名）を含んでおります。
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　ロ．取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
・取締役の金額報酬の額は、2019年12月20日開催の第23期定時株主総会において年額150百

万円以内と決議しております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は６名（うち社外取締役
は１名）です。

・監査役の金銭報酬の額は、2019年12月20日開催の第23期定時株主総会において年額25百万
円以内と決議しております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は３名です。

　ハ．取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
　 a．取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の決定方法

当社は、2021年10月15日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係
る決定方針を決議しております。

　 b．決定方針の内容の概要
当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて他社水
準、当社の業績、従業員給与の水準を考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとす
る。臨時で賞与、非金銭報酬を付与する場合には、その額や算定方法、数、内容について
は、都度決定するものとする。

　 c．当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役
会が判断した理由
取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、決定された報酬等の
内容が、決定方針と整合していることから、決定方針に沿うものと判断しております。

　ニ．取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
取締役の個人別の報酬額については、取締役会決議に基づき代表取締役会長 長田光博が
委任を受けるものとし、その権限の内容は各取締役の基本報酬の額を役位、職責、支給
実績等を総合的に勘案して決定することとしております。これらの権限を委任した理由
は、経営環境及び業績を勘案し、各取締役の貢献度等を評価するには、経営責任者であ
る代表取締役会長が適任であると判断したためであります。なお報酬額決定の際は、内
規に基づき適切に行使されているか社外取締役の意見を聞くものとしております。

⑤　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・社外取締役片岡詳子氏は、株式会社コーチ・エィの取締役監査等委員、プライムロード株
式会社の監査役、ＫＰＰグループホールディングス株式会社の取締役監査等委員、学校法
人大阪経済大学の評議員であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

－ 20 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

出 席 状 況 、 発 言 状 況 及 び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概況

社外取締役 片 岡 詳 子

当事業年度に開催された取締役会16回すべてに出席いたしました。
弁護士としての見地から、取締役会において、特に法的事項の議案
審議などに専門的な立場から監督、助言を行うなど、意思決定の妥
当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。

社外監査役 龍 田 有 理

2021年12月21日就任以降、当事業年度に開催された取締役会12回
及び監査役会10回すべてに出席いたしました。公認会計士としての
専門的見地から、取締役会の意思決定の適正性を確保するための発
言を行っております。また、監査役会において、適宜必要な発言を
行っております。

社外監査役 金 剛 寺 千 鶴 子

2021年12月21日就任以降、当事業年度に開催された取締役会12回
及び監査役会10回すべてに出席いたしました。長年にわたる人材採
用やキャリア教育を中心とした編集長としての経験や企画業務の経
験から、取締役会の意思決定の適正性を確保するための発言を行っ
ております。また、監査役会において、適宜必要な発言を行ってお
ります。

・社外監査役龍田有理氏は、龍田税務会計事務所の公認会計士・税理士、株式会社ラウレア
の取締役、株式会社ｐｕｎｃｔｕｍの代表取締役、ダブル・スコープ株式会社の取締役監
査等委員であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・社外監査役金剛寺千鶴子氏は、株式会社リクルートのメディア編集長であります。当社と
兼職先との間には特別の関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 22百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 22

⑷　会計監査人の状況
①　名称　　　　　　有限責任 あずさ監査法人

②　報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠など
が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の
判断をいたしました。

③　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め
られる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会
が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した
旨と解任の理由を報告いたします。

⑤　責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。
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３．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の
適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

① 当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制

イ. 当社は、法令・定款及び社会規範を順守し、当社グループ内に周知・徹底する。
ロ. 当社は、「コンプライアンス規程」を制定するとともに、コンプライアンスに関する施策

の審議、並びに重要な施策の導入の承認は経営会議において行う。
ハ. 当社のコンプライアンス担当部門は、当社グループの役員、使用人に対し、コンプライア

ンスに関する教育・研修を適宜開催し、コンプライアンス意識の維持・向上を図る。
ニ. 当社は、内部通報制度を設け、当社グループの使用人が、問題の早期発見・未然防止を図

り、適切かつ迅速に対応する。
ホ. 当社は、「健全な会社経営のため、反社会的勢力とは決して関わりを持たず、また不当な

要求には断固としてこれを拒絶する。」ことを宣し、当社グループは、これに基づき、毅
然とした態度で臨むものとする。

② 当社グループの取締役の職務の執行に関わる情報の保存及び管理に関する体制
イ. 取締役の職務の遂行に関わる情報については、法令及び文書管理規程等に基づき、適切に

保管及び管理を行う。
ロ. 取締役及び監査役は、これらの文書等を、常時閲覧できる体制とする。

③ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ. 当社は、「リスク管理規程」を制定し、当社グループの事業活動において想定される各種

のリスクに対応する部署または組織、責任者を定め、適切に評価・管理体制を構築する。
ロ. 当社は、リスク管理委員会を設置し、当社グループの事業活動における各種リスクに対す

る予防・軽減体制の強化を図る。
ハ. 当社グループは、危機発生時には、緊急事態対応体制を取り、社内外への適切な情報伝達

を含め、当該危機に対して適切かつ迅速に対処するものとする。

④ 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社グループは、その規模や業態等に応じて、必要により、以下の経営管理システムを用い
て、取締役等の職務の執行の効率化を図る。

イ. 取締役会の意思決定機能及び業務監督機能と、各取締役の業務執行機能を分離する。
ロ. 「取締役会規程」、「業務分掌規程」及び「職務権限規程」を定め取締役の職務及び権
限、責任の明確化を図る。

ハ. 取締役会を毎月１回定期的に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催する。
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⑤ 財務報告の信頼性を確保するための体制
イ. 信頼性のある財務報告の作成及び金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効かつ適切

な提出のため、内部統制基本方針及び財務報告に係る内部統制基本計画書を定め、内部統
制が有効に機能するための体制の構築に取組む。

ロ. 財務報告における不正や誤謬が発生するリスクを管理し、業務執行の適正化を推進すると
ともに、財務報告に係る社内規程等の適切な整備及び運用を行う。

ハ. 財務報告に係る内部統制の仕組みが適正かつ有効に機能することを継続的に監視・評価
し、不備があれば、必要な改善・是正を行うとともに、関係法令との適合性を確保する。

⑥ 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に
関する事項及び当該使用人の当社の取締役からの独立性並びに当社の監査役の当該使用人に
対する指示の実効性の確保に関する事項
イ. 当社は、監査役・監査役会の職務を補助する監査役会事務局を置くことができ、同事務局

に属する使用人は、専ら監査役・監査役会の指示に従って、その職務を補助する。
ロ. 当社の監査役・監査役会は、その職務の必要に応じて、管理本部または内部監査室に属す

る使用人を、一定期間、特定の監査のための職務を補助する者として指名することができ
る。（以下、イの使用人と合わせて監査職務補助者という。）

ハ. 当社グループの取締役は、監査職務補助者に対して、監査役・監査役会の指揮命令に従う
ことを指示するとともに、当該監査職務補助者がその指示を受けた職務を遂行することが
できるように、その者のその他の業務につき適切な配慮をしなければならない。

ニ. 監査職務補助者の解雇、配転、考課、賃金その他の報酬等の雇用条件に関する事項に関し
ては、当社の取締役はあらかじめ監査役会あるいはその者を監査職務補助者に指名した監
査役に相談することを要する。

ホ. 当社グループの取締役は、上記イないしニの具体的な運用の細目を監査役会と協議して定
め、各項目の内容と合わせて当社内に公表することを要する。

⑦ 当社グループの取締役等及び使用人が監査役会に報告するための体制その他監査役会への報
告に関する体制
イ. 当社グループの取締役は、当社に関する以下に例示する事項等を監査役会に報告する。た

だし、常勤監査役あるいはその指名を受けた監査役が出席した会議等については、この報
告を省略することができる。
(a)経営会議で審議された重要な事項
(b)業務報告会等で報告された重要な事項
(c)会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項
(d)内部監査に関する重要な事項
(e)重大な法令・定款違反に関する事項
(f) その他コンプライアンス・リスク管理上重要な事項
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ロ. 当社の取締役等・使用人は、上記イの(c)、(e)及び(f)に関する重要な事実を発見した場合
は、第１項①のコンプライアンス・リスク管理に関する連絡窓口を通じ、もしくは監査役
に直接報告できるものとする。

ハ. 当社子会社の取締役、監査役、執行役員または業務を執行する社員等から当該子会社につ
いて発生した上記イの(c)、(d)、(e)及び(f)に準じる事項について報告を受けた者は、その
内容を当社の監査役または監査役会に報告しなければならない。

ニ. 上記イ及びロに基づき報告を行った取締役等及び従業員が、当該報告を行ったことを理由
として、不利な取扱いを受けることを禁じるものとする。

⑧ 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の
執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
イ. 当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の

前払等の請求をしたときは、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に
必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

ロ. 監査役が、独自の外部専門家（弁護士・公認会計士等）を求めた場合、当社は、当該監査
役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、その費用を負担する。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ. 監査役会は、法令に従い、社外監査役を含み、公正かつ透明性を担保する。
ロ. 監査役は、代表取締役と定期的に意見交換を行い、相互の意思疎通を図る。
ハ. 監査役は、会計監査人及び内部監査部門と定期的に情報交換を行い、相互の連携を図る。
ニ. 監査役は、監査業務に必要と判断した場合は、当社の費用負担にて弁護士、公認会計士、

その他専門家の意見を聴取することができる。

⑩ 反社会的勢力の排除に向けた体制
イ. 当社グループは、反社会的勢力・団体・個人とは一切の関わりを持たず、不当・不法な要

求には応じないことを基本方針とし、「反社会的勢力への対応に関する規程」を定め、当
社グループの役員、使用人に周知徹底する。

ロ. 平素より、関係行政機関等からの情報収集に努め、事案の発生時は、関係行政機関や法律
の専門家と緊密に連携を取り、組織全体として速やかに対処できる体制を整備する。
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⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社グループは、「内部統制システムに関する基本方針」に基づき、次のとおり運用しており
ます。
① 当社は、当事業年度においては、取締役会を16回、監査役会を16回開催し、取締役の職務
の執行が適法、適正に行われていることを確認いたしました。また、専門的知見を有する社
外取締役１名及び社外監査役２名を選任し、監督機能の実効性を高めております。

② 当社グループの取締役の職務の執行に関わる情報の保存及び管理に関する体制については、
法令及び文書管理規程等に従い、取締役会議事録、その他取締役の職務執行に係る情報を文
書及び電子媒体に記録・保存しており、取締役及び監査役が常時閲覧可能な状態にしており
ます。

③ 当社は、「リスク管理規程」に基づき、リスク管理委員会を４回開催し、当社グループの事
業活動における各種リスクに対する予防・軽減体制の強化を図りました。

④ 当社グループは、「反社会的勢力への対応に関する規程」に基づき、当社グループの役員、
使用人に周知徹底をしております。業務推進部が主管部門として反社会的勢力に関する情報
を管理し、当社グループを当事者とする契約を締結する場合には、当該契約の相手方が反社
会的勢力でないことを事前に確認しております。

⑤ 当社は、「コンプライアンス規程」に基づき、当社グループの役員、使用人に対し、コンプ
ライアンスに関する教育・研修を適宜開催し、コンプライアンス意識の維持・向上を図って
おります。当事業年度においては、当社グループの役員、使用人に対し、情報セキュリティ
マネジメントシステムやプライバシーマーク、インサイダー取引防止等について、ｅラーニ
ングを使用した教育を３回実施いたしました。

⑥ 監査体制については、取締役会への出席のほか、常勤監査役による経営会議等重要会議への
出席、内部監査室との連携により行っております。

４．会社の支配に関する基本方針
　該当する事項はありません。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（資　  産　  の　  部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

契 約 資 産

商 品

仕 掛 品

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工 具 、 器 具 及 び 備 品

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他　

1,701,203

900,920

680,460

34,150

3,515

3,245

78,910

757,454

144,813

115,975

21,015

7,822

261,761

227,244

34,517

350,879

149,215

175,592

26,071　

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 1,065,904
買 掛 金 167,485
1年内返済予定の長期借入金 66,620
未 払 金 60,611
未 払 費 用 166,305
未 払 法 人 税 等 74,759
未 払 消 費 税 等 97,058
契 約 負 債 183,422
賞 与 引 当 金 230,219
そ の 他 19,422

固 定 負 債 336,965
長 期 借 入 金 125,050
退 職 給 付 に 係 る 負 債 211,915

負 債 合 計 1,402,869
（ 純 　 資 　 産 　 の 　 部 ）
株 主 資 本 1,050,249
資 本 金 291,090
資 本 剰 余 金 215,090
利 益 剰 余 金 678,866
自 己 株 式 △134,796

その他の包括利益累計額 5,538
退職給付に係る調整累計額 5,538
純 資 産 合 計 1,055,788

資 産 合 計 2,458,657 負 債 純 資 産 合 計 2,458,657

連 結 貸 借 対 照 表
（2022年９月30日現在）

（単位：千円）

（注）　金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2021年10月１日から2022年９月30日まで)
科 目 金 額

売 上 高 5,498,240
売 上 原 価 4,317,433
売 上 総 利 益 1,180,807
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 894,110
営 業 利 益 286,696
営 業 外 収 益
受 取 利 息 8
受 取 配 当 金 4 12

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,107 1,107

経 常 利 益 285,602
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 285,602
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 104,410
法 人 税 等 調 整 額 △13,742 90,667
当 期 純 利 益 194,934
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 194,934

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）

（注）　金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2021年10月１日から2022年９月30日まで)
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 290,940 214,940 522,116 △174 1,027,822

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 150 150 300

剰 余 金 の 配 当 △38,184 △38,184

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 194,934 194,934

自 己 株 式 の 取 得 △134,622 △134,622

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) －

当 期 変 動 額 合 計 150 150 156,749 △134,622 22,427

当 期 末 残 高 291,090 215,090 678,866 △134,796 1,050,249

その他の包括利益累計額
非 支 配
株 主 持 分 純 資 産 合 計退職給付に係る調整

累 計 額
そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 △2,894 △2,894 37,272 1,062,200

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 300

剰 余 金 の 配 当 － △38,184

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 － 194,934

自 己 株 式 の 取 得 － △134,622

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 8,432 8,432 △37,272 △28,839

当 期 変 動 額 合 計 8,432 8,432 △37,272 △6,411

当 期 末 残 高 5,538 5,538 － 1,055,788

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）　金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（資　  産　  の　  部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
契 約 資 産
商 品
仕 掛 品
前 払 費 用
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
商 標 権

投 資 そ の 他 の 資 産
関 係 会 社 株 式
保 証 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産　

1,402,731
660,300
613,574
34,150
3,515
3,245
73,386
14,558

829,670
134,428
113,712
20,715
34,517
34,414
103

660,724
351,800
131,580
25,871
151,472　

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 897,461
買 掛 金 163,942
1年内返済予定の長期借入金 66,620
未 払 金 53,327
未 払 費 用 157,048
未 払 法 人 税 等 53,268
契 約 負 債 87,277
預 り 金 18,938
賞 与 引 当 金 217,203
そ の 他 79,834

固 定 負 債 344,940
長 期 借 入 金 125,050
退 職 給 付 引 当 金 219,890

負 債 合 計 1,242,401
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 989,999
資 本 金 291,090
資 本 剰 余 金 215,090
資 本 準 備 金 215,090

利 益 剰 余 金 618,616
利 益 準 備 金 5,386
そ の 他 利 益 剰 余 金 613,229
別 途 積 立 金 8,500
繰 越 利 益 剰 余 金 604,729

自 己 株 式 △134,796
純 資 産 合 計 989,999

資 産 合 計 2,232,401 負 債 純 資 産 合 計 2,232,401

貸　借　対　照　表
（2022年９月30日現在）

（単位：千円）

（注）　金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2021年10月１日から2022年９月30日まで)
科 目 金 額

売 上 高 5,033,094
売 上 原 価 3,997,377
売 上 総 利 益 1,035,717
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 829,560
営 業 利 益 206,156
営 業 外 収 益
受 取 利 息 177
経 営 指 導 料 1,200
業 務 受 託 料 12,000 13,377

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,107 1,107

経 常 利 益 218,427
税 引 前 当 期 純 利 益 218,427
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 76,690
法 人 税 等 調 整 額 △19,441 57,249
当 期 純 利 益 161,177

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）　金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2021年10月１日から2022年９月30日まで)
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
資本準備金 資本剰余金

合　　　計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合　　　計別 途

積 立 金
繰越利益剰
余 金

当 期 首 残 高 290,940 214,940 214,940 5,386 8,500 481,736 495,623 △174

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 150 150 150 －

剰 余 金 の 配 当 － △38,184 △38,184

当 期 純 利 益 － 161,177 161,177

自己株式の取得 － － △134,622
株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 ) － －

当 期 変 動 額 合 計 150 150 150 － － 122,993 122,993 △134,622

当 期 末 残 高 291,090 215,090 215,090 5,386 8,500 604,729 618,616 △134,796

株 主 資 本
純資産合計株 主 資 本

合 計
当 期 首 残 高 1,001,328 1,001,328

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 300 300

剰 余 金 の 配 当 △38,184 △38,184

当 期 純 利 益 161,177 161,177

自己株式の取得 △134,622 △134,622
株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 ) － －

当 期 変 動 額 合 計 △11,328 △11,328

当 期 末 残 高 989,999 989,999

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）　金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 32 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

独立監査人の監査報告書
2022年11月17日

株式会社ディ・アイ・システム
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
　東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 九 鬼 　 聡
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 加 瀬 幸 広

　監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ディ・アイ・システムの

2021年10月１日から2022年９月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、株式会社ディ・アイ・システム及び連結子会社からなる企業集団の当該連結
計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結
子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告
プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、
当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に
おいて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重
要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任が
ある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤
謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立
の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により
発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与え
ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さ
らに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関
して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実
性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、
又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対
して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに
入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で
きなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成
及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを
評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か
つ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に
関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過
程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められ
ているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する
規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻
害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行
う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以　上
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独立監査人の監査報告書
2022年11月17日

株式会社ディ・アイ・システム
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
　東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 九 鬼 　 聡
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 加 瀬 幸 広

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ディ・アイ・システム
の2021年10月１日から2022年９月30日までの第26期事業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算
書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適
正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告
プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類に係る会計監査報告
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　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さ
らに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査
に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

－ 37 －



・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性
が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は
重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した
監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過
程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められ
ているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する
規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻
害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行
う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査役会は、2021年10月１日から2022年９月30日までの第26期事業年度の取締役の
職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作
成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を

受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査計画等に従い、取締
役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備
に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主
要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社について
は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会
社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保す
るために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整
備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ
ステム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に
報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保
するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管
理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。

監査役会の監査報告
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連
結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表）について検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年11月18日
株式会社ディ・アイ・システム　監査役会
常勤監査役　　　　　　宮　﨑　　　洋　㊞
監査役（社外）　　　　龍　田　有　理　㊞
監査役（社外）　　　　金剛寺　千鶴子　㊞

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひとつと考え、安定配当の維持を基本と
しながら、今後の事業展開等を勘案して、以下のとおり第26期の期末配当をいたしたいと存じま
す。

①　配当財産の種類
　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき金15円といたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は43,586,640円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日
　2022年12月22日といたしたいと存じます。
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現　行　定　款 変　更　案

（株主総会参考書類等のインターネット開示と
みなし提供）
第15条　当会社は、株主総会の招集に際し、株

主総会参考書類、事業報告、計算書類
及び連結計算書類に記載又は表示をす
べき事項に係る情報を、法務省令に定
めるところに従いインターネットを利
用する方法で開示することにより、株
主に対して提供したものとみなすこと
ができる。

（削除）

第２号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由
　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定する
改正規定が2022年９月１日に施行されました。
　これに伴い、株主総会参考書類等の内容である情報について、電子提供措置をとる旨の定め
を設ける定款の変更の決議をしたものと法律上みなされておりますが、改めて同規定を新設す
るとともに、株主総会資料の電子提供制度に対応するため、次のとおり当社定款を変更するも
のであります。
① 変更案第15条第１項は、株主総会参考書類等の内容である情報について、電子提供措置を

とる旨を定めるものであります。
② 変更案第15条第２項は、書面交付請求をした株主に交付する書面に記載する事項の範囲を

限定することができるようにするための規定を設けるものであります。
③ 株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定（現行定款第15条）は不要

となるため、これを削除するものであります。
④ 上記の新設・削除に伴い、附則を設けるものであります。

２．変更の内容
変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）
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書
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会
参
考
書
類

現　行　定　款 変　更　案
（新設）

（新設）

（電子提供措置等）
第15条　当会社は、株主総会の招集に際し、株

主総会参考書類等の内容である情報に
ついて、電子提供措置をとるものとす
る。

　　２　当会社は、電子提供措置をとる事項の
うち法務省令で定めるものの全部又は
一部について、議決権の基準日までに
書面交付請求した株主に対して交付す
る書面に記載しないことができる。

附則
１．会社法の一部を改正する法律（令和元年法

律第70号）附則第１条ただし書きに規定す
る改正規定の施行の日である2022年９月
１日から６か月以内の日を株主総会の日と
する株主総会については、定款第15条（株
主総会参考書類等のインターネット開示と
みなし提供）はなお効力を有する。

２．本附則は、前項の株主総会の日から３か月
を経過した日後にこれを削除する。

以上
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会場：東京都中野区中野四丁目10番２号
中野セントラルパークサウス
地下１階　コンベンションホールＢ
TEL 03－5942－9080

交通 ＪＲ中央線・総武線、東京メトロ東西線 中野駅北口より 徒歩約4分
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